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要

　未就職の高校卒業者を対象に、
当該者を新たに雇用した上で、地域
の企業等で就業するために必要な
知識技術をOFF－JT（講義等）、
OJT（職場実習等）により習得する
ための研修を民間企業に委託し実施
します。

　緊急雇用創出事業（基金）の拡充
による県基金の積み増しを行い、
介護、医療、農林、環境等の成長分野
における新たな雇用機会を創出す
るとともに、地域ニーズに応じた人材
を育成し雇用に結びつけます。

　失業者等が介護施設等で就労し
ながら、介護資格取得のための養成
講座を受講し、介護人材の育成と新
たな雇用を創出します。

○雇用期間中の研修計画を作成し
ます。

　（実施期間１年以内）
○事業費に占める新規雇用失業者
の人件費割合１／２以上です。

○雇用期間は１年間です。
○事業費に占める新規雇用失業者
の人件費割合１／２以上です。

○介護施設での雇用期間は1年以内
です。
（介護福祉士をめざす事業は１回
更新可・最長２年）
○ヘルパー２級養成機関
　130時間の講義受講
○介護福祉士養成機関
　2年間で1,800時間受講　　

総額１１８億円余の大型補正予算総額１１８億円余の大型補正予算

 １月27日に開催された臨時県議会において、国の補正予算を活用した総額118億円余の補正予算が
成立。新たな雇用機会の創出、道路や橋りょうの補修等の身近な社会資本の整備など、積極的に実施して
いきます。

生活に密着したきめ細かな社会資本の整備等
子育てへの支援

新型インフルエンザ対策

総額１１８億円余の大型補正予算総額１１８億円余の大型補正予算



労働ながの【2】

　本年度策定する「ながの子ども・子育て応援計画」（長野県次世代育成支援後期行動計画、計画期間H22～26年度）の
基礎資料とするため、企業の子育て支援制度の活用状況や「仕事と生活の調和」（ワーク・ライフ・バランス）に関する意識
などについて企業及び従業員双方に調査を行いました。
　従業員10人以上の県内企業1000社を抽出、調査対象企業に勤務する従業員3000人を対象に、昨年7月に調査票を
郵送し、293社（回収率29.3％）、681人（同22.7％）から回答を得ました。
　なお、調査は（財）長野経済研究所に委託して行いました。

◇今後育児の可能性のある従業員のうち、男性で43.5％、
女性で56.6％が今後育児休業を利用したい希望があり
ます。

◇今後制度を利用したくない人の理由は、「制度を利用す
ると同僚に迷惑がかかる」（48.9％）、「制度を利用しに
くい雰囲気が職場内にある」（31.9％）などとなって
います。

◇今後育児の可能性がある従業員のうち男性で39.1％、
女性で46.2％が短時間勤務制度を利用したい希望が
あります。

◇今後制度を利用したくない人の理由は、「制度を利用す
ると同僚に迷惑がかかる」（51.3％）、「制度を利用する
と収入が減る」（33.3％）、「制度を利用しにくい雰囲気
が職場内にある」（30.8％）などとなっています。

職場における子育て支援に関する調査

◇育児休業制度を採用している企業は全体の約８割（77.1％）あるものの、昨年度制度
を利用した従業員がいる企業は２割（21.7％）にとどまっています。

◇また、短時間勤務制度を採用している企業は全体の約６割（56.3％）となっています
が、約８割（78.8%）の企業では昨年度利用者はいませんでした。

◇「仕事と生活の調和」（ワーク・ライフ・バランス）について、「言葉も内容も
知っている」と回答した人は約1割（9.3％）、逆に「言葉も知らない」との回答
は約6割（56.5％）でした。

◇また、生活の中で「家庭」を「仕事」や「個人」より優先したいと希望している人
は約７割（69.0％）となっている一方で、現実には「仕事」を優先しているとし
た人が６割以上（63.4％）となっています。
◇ワーク・ライフ・バランスを推進するために企業が取り組んでいることと
しては、「仕事の効率化の工夫」（49.5％）、「欠員に対応できる体制の整備」
（42.0％）、「早く帰宅することを励行」（32.4％）などが多く、企業の約６割
（64.8％）がワーク・ライフ・バランスの推進が企業にとって「プラスの効果
がある」と回答しています。

育児休業を利用したくない理由（複数回答）

育児休業制度を利用した従業員の有無

ワーク・ライフ・バランスについての
個人の認識

 



労働ながの 【3】

　平成21年6月30日現在の労働組合の組織状況について結果がまとまりました。

　県内の労働組合数は で前年と比べ
減少し、組合員数は で 減少しまし
た。
  また、県内の推定組織率は（組合結成可能な雇用労働者
に占める組合員数の割合）は となり、前年と比べ
0.3ポイント減少しました。　
  なお、厚生労働省が発表した全国の推定組織率は1976
年以降減少を続けてきましたが34年ぶりに上昇し

となりました。

　県内の民間企業に雇用されている常用労働者の賃金・労働時間等の実態を明らかにし、労使の賃金決定等の
参考に資することなどを目的に、常用労働者5人以上を雇用する7,456事業所（回答数　2,944事業所、調査期日
H21.6.30）を対象に調査を行いました。
　平成21年の賃金（所定内賃金額）は で、対前年比は2.6％減となり、前年を下回りました。男女別に
みると、男性は で、対前年比2.5％減、女性は で、同2.5％減と、男女ともに前年を下回り
ました。

妥結額前年同期比17.8%減 　～平均　361,932円～
― 平成21年年末一時金要求・妥結状況　調査結果（最終報）―

　県下の民間労働組合を対象に、12月31日現在でまとめた調査結果の概要は、次のとおりです。調査対象408組合のうち
226組合から要求が提出され、223組合が妥結しました。

（対前年最終　49,955円減）　 （対前年最終　78,448円減）
◇産業別では平均妥結額が高い主な産業は「教育・学習支援」「紙・パルプ」、低い主な産業は「印刷」「繊維」となっています。

一般労働者の産業別・所定内賃金男女計

区　分 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業 卸売・小売業 金融・保険業 飲食・宿泊業 医療、福祉 サービス業

男女計 268,261 282,545 277,059 292,753 251,812 271,691 315,116 235,181 250,223 255,101

男　性 295,703 296,570 304,233 320,351 259,853 300,476 390,337 257,781 282,075 283,208

女　性 206,754 191,071 191,537 231,611 191,015 195,069 208,325 191,790 239,025 201,777

（単位：円）

区　　　　分
要　　　　　　求 妥　　　　　結

平均年齢 平均賃金 組合数 平均額 月　数 組合数 平均額 月　数

最終報調査結果
歳

38.4
円

247,815 226 517,399 2.09 223
円

361,932 1.46

企業規模別
状況　　　

300人 未 満 38.8 232,901 129 462,242 1.98 126 299,795 1.28

300～999人 37.9 259,584 69 566,512 2.18 69 403,282 1.55

1000人以上 37.5 287,526 28 650,487 2.26 28 539,653 1.88

前年同期（H20.12.31） 37.9 246,468 231 567,354 2.30 229 440,380 1.79

前年差 0.5 1,347 △5 △49,955 △0.21 △6 △78,448 △0.33

（注）1.要求・妥結状況は、単純平均によるものです　　2.妥結月数は、妥結組合の平均賃金に対するもの

（平成21年12月31日現在）

組合員数と組合数の推移

1,541組合

185,775人



労働ながの【4】

　労働ながの

　不当労働行為救済申立事件については、審査の期間の目標を定めるとともに、目標の達成状況などを公表することとさ
れています。（労働組合法第27条の18）　
　当労働委員会の平成21年の状況は、下記のとおりです。

当労働委員会では、不当労働行為救済申立事件に係る審査期間（申立てから事件終結
　　までの期間）の目標を、平成21年８月26日から次のように変更しました。
　　○ 変更前　２年以内
　　○ 

　　平成21年に終結した事件は次の２件で、目標期間内に終結しており、目標は達成できました。

事件番号 終結状況 申立事項 申立年月日 終結年月日 審査の日数 審査の実施状況

19不１ 一部救済
不利益取扱
団 交 拒 否
支 配 介 入

H19. ９. ７ H21. ２.12 525日
（約１年５月）

委員調査３回
審　　問５回

21不１ 関与和解 不利益取扱 H21. ５.29 H21. ７.21 54日 委員調査１回

労働委員会では、労働条件・解雇など労使間のトラブルを解決するための支援
（あっせん・調停・仲裁）を行っています。是非ご活用ください。

http://www.pref.nagano.lg.jp/syoukou
/roko/m/rounaga1.htm へアクセスを

 

公式キャラクター名称決定

　平成21年11月1日から11月30日まで公募した
長野技能五輪・アビリンピック2012の公式キャラ
クターの名称を「 」に決定しました。
　たくさんのご応募ありがとうございました！

　「 」は今後、様々なイベントで活躍の予定
です。お楽しみに。


